
第 6 政府関係機関及びその他の団体

1 概 況
会計検査院は、国の会計のほか、会計検査院法その他の法律の規定によって政府関係機関等の会計を

検査している。

令和 6年次の検査（ 5年 10月から 6年 9月まで）において検査の対象としたのは次の会計である。

① 国が資本金の 2分の 1以上を出資している法人の会計 209

② 法律により特に会計検査院の検査に付するものと定められた会計 1

③ 国が資本金の一部を出資しているものの会計のうち 9

④ 国が資本金を出資したものが更に出資しているものの会計のうち 104

⑤ 国が借入金の元金又は利子の支払を保証しているものの会計のうち 3

⑥ 国が補助金その他の財政援助を与えた都道府県、市町村、各種組合、学校法人等の会計のうち

5,681

⑦ 国若しくは①に該当する法人（以下「国等」という。）の工事その他の役務の請負人若しくは事務若し

くは業務の受託者又は国等に対する物品の納入者のその契約に関する会計のうち 55

このうち、①から⑤までの明細は次のとおりである。

区 分 団 体 名

①国が資本金
の 2分の 1以
上を出資して
いる法人の会
計 209

（ 1） 政府関係機関 4

沖縄振興開発金融
公庫

株式会社日本政策
金融公庫

株式会社国際協力
銀行

（注 1）
独立行政法人国際
協力機構有償資金
協力部門

（ 2） 事業団等 37

日本私立学校振
興・共済事業団

日 本 銀 行 日本中央競馬会 預 金 保 険 機 構

東京地下鉄株式会
社

中間貯蔵・環境安
全事業株式会社

成田国際空港株式
会社

東日本高速道路株
式会社

中日本高速道路株
式会社

西日本高速道路株
式会社

本州四国連絡高速
道路株式会社

日本司法支援セン
ター

全国健康保険協会 株式会社日本政策
投資銀行

輸出入・港湾関連
情報処理センター
株式会社

株式会社産業革新
投資機構

日 本 年 金 機 構 原子力損害賠償・
廃炉等支援機構

農水産業協同組合
貯金保険機構

新関西国際空港株
式会社

株式会社農林漁業
成長産業化支援機
構

株式会社民間資金
等活用事業推進機
構

株式会社海外需要
開拓支援機構

株式会社海外交
通・都市開発事業
支援機構

横浜川崎国際港湾
株式会社

外国人技能実習機
構

株式会社海外通
信・放送・郵便事
業支援機構

株式会社日本貿易
保険

株式会社脱炭素化
支援機構

（注 2）
福島国際研究教育
機構

以上のほか、清算中のものなどが 7団体ある。
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区 分 団 体 名

（注 3）
（ 3） 独立行政法人 83

国 立 公 文 書 館 情報通信研究機構 酒類総合研究所 国立特別支援教育
総合研究所

大学入試センター 国立青少年教育振
興機構

国立女性教育会館 国立科学博物館

物質・材料研究機
構

防災科学技術研究
所

量子科学技術研究
開発機構

国 立 美 術 館

国立文化財機構 農林水産消費安全
技術センター

家畜改良センター 農業・食品産業技
術総合研究機構

国際農林水産業研
究センター

森林研究・整備機
構

水産研究・教育機
構

産業技術総合研究
所

製品評価技術基盤
機構

土 木 研 究 所 建 築 研 究 所 海上・港湾・航空
技術研究所

海 技 教 育 機 構 航 空 大 学 校 国立環境研究所 教職員支援機構

駐留軍等労働者労
務管理機構

自動車技術総合機
構

造 幣 局 国 立 印 刷 局

国民生活センター 農畜産業振興機構 農林漁業信用基金 北方領土問題対策
協会

（注 1）
国 際 協 力 機 構 国 際 交 流 基 金 新エネルギー・産

業技術総合開発機
構

科学技術振興機構

日本学術振興会 理 化 学 研 究 所 宇宙航空研究開発
機構

日本スポーツ振興
センター

日本芸術文化振興
会

高齢・障害・求職
者雇用支援機構

福 祉 医 療 機 構 国立重度知的障害
者総合施設のぞみ
の園

労働政策研究・研
修機構

日本貿易振興機構 鉄道建設・運輸施
設整備支援機構

国際観光振興機構

水 資 源 機 構 自動車事故対策機
構

空港周辺整備機構 情報処理推進機構

エネルギー・金属
鉱物資源機構

労働者健康安全機
構

国 立 病 院 機 構 医薬品医療機器総
合機構

環境再生保全機構 日本学生支援機構 海洋研究開発機構 国立高等専門学校
機構

大学改革支援・学
位授与機構

中小企業基盤整備
機構

都 市 再 生 機 構 奄美群島振興開発
基金

医薬基盤・健康・
栄養研究所

日本高速道路保
有・債務返済機構

日本原子力研究開
発機構

地域医療機能推進
機構

年金積立金管理運
用

住宅金融支援機構 郵便貯金簡易生命
保険管理・郵便局
ネットワーク支援
機構

国立がん研究セン
ター

国立循環器病研究
センター

国立精神・神経医
療研究センター

国立国際医療研究
センター

国立成育医療研究
センター

国立長寿医療研究
センター

勤労者退職金共済
機構

日本医療研究開発
機構
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区 分 団 体 名

（注 3）
（ 4） 国立大学法人等 86

北 海 道 大 学 北海道教育大学 室 蘭 工 業 大 学 北海道国立大学機
構

旭 川 医 科 大 学 弘 前 大 学 岩 手 大 学 東 北 大 学

宮 城 教 育 大 学 秋 田 大 学 山 形 大 学 福 島 大 学

茨 城 大 学 筑 波 大 学 筑 波 技 術 大 学 宇 都 宮 大 学

群 馬 大 学 埼 玉 大 学 千 葉 大 学 東 京 大 学

東京医科歯科大学 東京外国語大学 東 京 学 芸 大 学 東 京 農 工 大 学

東 京 芸 術 大 学 東 京 工 業 大 学 東 京 海 洋 大 学 お茶の水女子大学

電 気 通 信 大 学 一 橋 大 学 横 浜 国 立 大 学 新 潟 大 学

長岡技術科学大学 上 越 教 育 大 学 富 山 大 学 金 沢 大 学

福 井 大 学 山 梨 大 学 信 州 大 学 静 岡 大 学

浜 松 医 科 大 学 東海国立大学機構 愛 知 教 育 大 学 名古屋工業大学

豊橋技術科学大学 三 重 大 学 滋 賀 大 学 滋 賀 医 科 大 学

京 都 大 学 京 都 教 育 大 学 京都工芸繊維大学 大 阪 大 学

大 阪 教 育 大 学 兵 庫 教 育 大 学 神 戸 大 学 奈良国立大学機構

和 歌 山 大 学 鳥 取 大 学 島 根 大 学 岡 山 大 学

広 島 大 学 山 口 大 学 徳 島 大 学 鳴 門 教 育 大 学

香 川 大 学 愛 媛 大 学 高 知 大 学 福 岡 教 育 大 学

九 州 大 学 九 州 工 業 大 学 佐 賀 大 学 長 崎 大 学

熊 本 大 学 大 分 大 学 宮 崎 大 学 鹿 児 島 大 学

鹿 屋 体 育 大 学 琉 球 大 学 政策研究大学院大
学

総合研究大学院大
学

北陸先端科学技術
大学院大学

奈良先端科学技術
大学院大学

大学共同利用機関
法人人間文化研究
機構

大学共同利用機関
法人自然科学研究
機構

大学共同利用機関
法人高エネルギー
加速器研究機構

大学共同利用機関
法人情報・システ
ム研究機構

②法律により
特に会計検査
院の検査に付
するものと定
められた会計

1

日 本 放 送 協 会

③国が資本金
の一部を出資
しているもの
の会計のうち

9

中部国際空港株式
会社

日本電信電話株式
会社

首都高速道路株式
会社

阪神高速道路株式
会社

日本アルコール産
業株式会社

株式会社商工組合
中央金庫

日本たばこ産業株
式会社

阪神国際港湾株式
会社

日本郵政株式会社
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区 分 団 体 名

④国が資本金
を出資したも
のが更に出資
しているもの
の会計のうち

104

北海道旅客鉄道株
式会社

四国旅客鉄道株式
会社

日本貨物鉄道株式
会社

東京湾横断道路株
式会社

東日本電信電話株
式会社

西日本電信電話株
式会社

日本郵便株式会社 株式会社ゆうちょ
銀行

株式会社かんぽ生
命保険

株式会社整理回収
機構

株式会社地域経済
活性化支援機構

株式会社東日本大
震災事業者再生支
援機構

関西国際空港土地
保有株式会社

東京電力ホール
ディングス株式会
社

株 式 会 社 INCJ

以上のほか、検査対象年度を限定して検査することに決定したものが 89団体ある。

⑤国が借入金
の元金又は利
子の支払を保
証しているも
のの会計のう
ち 3

一般財団法人民間
都市開発推進機構

独立行政法人農業
者年金基金

地方公共団体金融
機構

（注 1）「国が資本金の 2分の 1以上を出資している法人の会計」の総数においては、「独立行政法人国際協力機構有
償資金協力部門」を「独立行政法人国際協力機構」に含めている。

（注 2）「福島国際研究教育機構」は、令和 5年 4月 1日に設立された。
（注 3） 各団体の名称中「独立行政法人」「国立研究開発法人」及び「国立大学法人」については、記載を省略した。
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2 政府関係機関の収入支出決算
政府関係機関は、国が資本金の全額を出資している公法上の法人のうち、その予算の国会の議決に関

して国の予算の議決の例によることとされていて、また、決算を国の歳入歳出の決算とともに内閣が国

会に提出しなければならないこととされている法人であり、令和 5年度末における政府関係機関は 4機

関である。

（ 1） 沖縄振興開発金融公庫

収 入 収入済額（千円）

5年度 13,505,664
4年度 14,903,979

支 出 支出予算現額（千円） 支出済額（千円） 不用額（千円）

5年度 10,030,816 8,640,576 1,390,239
4年度 11,797,676 7,617,234 4,180,441

（ 2） 株式会社日本政策金融公庫

ア 国民一般向け業務（国民一般向け業務勘定）

収 入 収入済額（千円）

5年度 130,477,239
4年度 111,756,690

支 出 支出予算現額（千円） 支出済額（千円） 不用額（千円）

5年度 106,855,324 75,424,801 31,430,522
4年度 150,483,370 74,533,211 75,950,158

イ 農林水産業者向け業務（農林水産業者向け業務勘定）

収 入 収入済額（千円）

5年度 49,305,481
4年度 49,016,630

支 出 支出予算現額（千円） 支出済額（千円） 不用額（千円）

5年度 40,012,285 33,289,906 6,722,378
4年度 39,947,904 33,009,177 6,938,726

ウ 中小企業者向け業務（中小企業者向け融資・証券化支援保証業務勘定、中小企業者向け証券化支

援買取業務勘定）

収 入 収入済額（千円）

5年度 79,501,152
4年度 68,346,620

支 出 支出予算現額（千円） 支出済額（千円） 不用額（千円）

5年度 54,217,325 32,366,553 21,850,771
4年度 81,038,799 31,725,283 49,313,515
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エ 信用保険等業務（信用保険等業務勘定）

収 入 収入済額（千円）

5年度 236,425,666
4年度 240,083,411

支 出 支出予算現額（千円） 支出済額（千円） 不用額（千円）

5年度 849,435,927 392,801,864 456,634,062
4年度 880,018,420 262,799,955 617,218,464

オ 危機対応円滑化業務（危機対応円滑化業務勘定）

収 入 収入済額（千円）

5年度 7,672,494
4年度 10,771,758

支 出 支出予算現額（千円） 支出済額（千円） 不用額（千円）

5年度 105,937,344 39,572,287 66,365,056
4年度 409,220,236 41,020,644 368,199,591

カ 特定事業等促進円滑化業務（特定事業等促進円滑化業務勘定）

収 入 収入済額（千円）

5年度 267,011
4年度 181,083

支 出 支出予算現額（千円） 支出済額（千円） 不用額（千円）

5年度 4,087,549 266,714 3,820,834
4年度 4,523,985 180,184 4,343,800

（ 3） 株式会社国際協力銀行

収 入 収入済額（千円）

5年度 1,290,923,459
4年度 636,029,039

支 出 支出予算現額（千円） 支出済額（千円） 不用額（千円）

5年度 1,329,702,421 1,133,407,097 196,295,323
4年度 834,353,516 502,917,762 331,435,753

（ 4） 独立行政法人国際協力機構有償資金協力部門

収 入 収入済額（千円）

5年度 168,407,988
4年度 138,289,846

支 出 支出予算現額（千円） 支出済額（千円） 不用額（千円）

5年度 145,880,712 100,660,785 45,219,926
4年度 107,852,948 70,498,096 37,354,851
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